
事前の相談 保護の申請 保護の実施

・預貯金、保険、不動産等の資産調査

・扶養義務者による扶養の可否の調査

・年金等の社会保障給付、就労収入等

の調査

・就労の可能性の調査

・生活保護制度の説明

・生活福祉資金、障害者施策等

各種の社会保障施策活用の

可否の検討

・最低生活費から収入を引いた額を支給

・世帯の実態に応じて、年数回の訪問調査

・収入・資産等の届出を義務付け、定期的に

課税台帳との照合を実施

・就労の可能性のある者への就労指導

【非常勤職員による支援（例示）】

○

 

金融機関等関係先調査の事務補助

○

 

保護台帳やケース記録の管理

○

 

医療レセプト及び介護レセプトの整理及び資格審査

 

等

生活保護制度円滑実施支援事業

○生活保護事務の流れ

（事業概要）
最近の雇用情勢の悪化によって、生活保護受給者は増加傾向を示しており、今後も一層その傾向が続くことが見込まれる。これに伴

 
う福祉事務所における生活保護に係る事務量の増加に対応するため、各自治体において、生活保護関係事務を補助するための非常

 
勤職員を雇い上げるもの。
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